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平成２０年１０月

本 県 の 財 政 状 況 に つ い て

■平成２０年度の収支見通し

◇ 平成２０年度当初予算編成前

（１）新・財政再建推進プログラムに基づく財源対策を実施してもなお、
２４２億円の財源不足が見込まれました。

（２）この２４２億円を解消するために、追加的な財源対策を実施せざる
を得ませんでした。

追加財源対策 １８９億円
歳入確保対策（県債活用拡大等） １６８億円
歳出抑制対策（手当適正化等） ２１億円
最終的な財源対策（Ｈ２０に新たに実施） ５３億円
歳入確保対策（保有株式売却等） ２２億円
歳出抑制対策（公共キャップ前倒し等） ３１億円
対策後財源不足額 ０億円

◇ 平成２０年度当初予算編成後

（１）現時点での平成２０年度収支見通し（対当初予算比）

歳入 歳出
県税の増 ＋１３億円 ８月補正額 ＋ ７億円
地方交付税の増 ＋３９億円 （岩手・宮城内陸地震対応）
繰越金の増 ＋２４億円 ９月補正額 ＋１１億円
特例交付金の創設 ＋１０億円 （企業立地進展への対応等）
その他 ＋ １億円 今後所要額 ＋２８億円
株式売却の取り止め △２０億円 （地方消費税清算金支出増等）
県債活用の取り止め △３４億円 節減見込額 △ ６億円
地方消費税清算金の減 △２１億円

計 ＋１２億円（Ａ） 計 ＋４０億円（Ｂ）

収支見通し（Ａ－Ｂ） ▲２８億円（Ｃ）
財政調整４基金Ｈ２０末残高見込 ４８億円（Ｄ）

（２）平成２１年度活用可能財源見込額

上記Ｃ＋Ｄ ２０億円

平成２０年度は、歳入において地方交付税や平成１９年度決算剰余金
等が確保できた以上に、歳出において地方消費税清算金など制度上負担
しなければならない支出が予算計上額を大幅に上回る見込みです。この
ため、人事委員会勧告のうち地域手当の平成２０年４月遡及適用を実施
した場合、今年度の収支悪化につながるばかりか、来年度以降の財源不
足の一層の拡大を招くことから、実施を見送らざるを得ません。
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■平成２１年度及び平成２２年度の収支見通し

（１）新・財政再建推進プログラム（Ｈ２１まで）に基づく財源対策を
実施してもなお、３７５億円の財源が不足します。

Ｈ２１ Ｈ２２ 合計
財源不足額 １７０億円 ２７８億円 ４４８億円
（中期見通し時点：Ｈ２０年３月）
財源不足額 Ａ １２１億円 ２５４億円 ３７５億円
（現時点：Ｈ２０年１０月）
※新・財政再建推進プログラムの完全実施が前提

（２）新・財政再建推進プログラムに基づく財源対策をＨ２２において継
続実施してもなお、３３６億円が不足します。

新・新プログラム（仮称） ３９億円 ３９億円
に基づく財源対策 Ｂ
歳入確保対策
歳出抑制対策 ３９億円 ３９億円

公債費の平準化 ２９億円 ２９億円
対策後財源不足額 Ｃ（Ａ－Ｂ） １２１億円 ２１５億円 ３３６億円

（３）更に追加財源対策を実施してもなお、２０２億円が不足します。

追加財源対策 Ｄ ２７億円 １０７億円 １３４億円
歳入確保対策 １７億円 ７９億円 ９６億円

各種基金の活用 ４６億円 ４６億円
他会計資金の活用 ５億円 ２１億円 ２６億円

歳出抑制対策 １０億円 ２８億円 ３８億円
特別会計繰出金の見直し ２８億円 ２８億円
事業棚卸し効果計 １０億円 １０億円

対策後財源不足額 Ｅ（Ｃ－Ｄ） ９４億円 １０８億円 ２０２億円

（４）人事委勧告を完全実施すると、あわせて２２４億円が不足します。

Ｈ２０人勧実施影響額 Ｆ １１億円 １１億円 ２２億円
財源不足額 Ｇ（Ｅ＋Ｆ） １０５億円 １１９億円 ２２４億円

（５）この２２４億円を解消するためには、株式の売却及び給料の削減を
実施せざるを得ません。

最終財源対策 １０５億円 １１９億円 ２２４億円
歳入確保対策 保有株式の売却 ６億円 ２０億円 ２６億円
歳出抑制対策 給料の削減 ９９億円 ９９億円 １９８億円

（６％削減） （６％削減）
対策後財源不足額 ０億円 ０億円 ０億円
※１％削減効果＝１６．５億円で計算

平成２１年度及び２２年度は、新・財政再建推進プログラムに基づく歳
入確保、歳出抑制対策に加え、追加的な財源対策を講じてもなお、２年間
合計２２４億円の財源不足を解消できない見込みです。財政調整のための
基金が枯渇し、歳出削減努力も限界にある現状では、最後の財源捻出の手
段として給料の削減及び株式の売却を実施せざるを得ません。


